
代償は大きくとも、冷静に判断すべきとき 
いま派遣を止めれば、国際社会での評価は下がるかもしれない。米国と

の関係にひびが入り北朝鮮問題にも影響が出よう。国益に対する被害は甚

大です。しかし、無理を押して派遣を決行し、最悪のシナリオを招けば国

家国民への被害は、その比ではない。このような「究極の選択」を迫られ

る事態を招いた原因は、米国にすべてを託してしまった、小泉内閣の最初

の選択にある。さらに言えば、国家として当然なすべきことをしてこなか

った歴代自民党政府、ひいては日本国民自身に責任がある。 
 

つよい日本をつくる。 
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一旦送り出してしまえば、ますます引くのは困難になる。今、冷静に判

断しなければ、ますます深みにはまっていく。代償は大きくとも仕方がな

い、長期的な視野にたって、冷静に判断すべきと思う。 

 

自衛隊のイラク派遣 
に反対を表明 

 

以上のように考え、派遣反対の意見書に

賛成をしました。ぜひ、皆様の率直なご意

見をお聞かせくださいますよう、お願いい

たします。 
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非戦闘地域などあるのか  
イラクヘの自衛隊派遣に反対する意見書 

 
 プッシュ大統領による戦争終結宣言がなされて、既に半年が経過した。 
 政府は、自衛隊派遣を前提に、この 3月から 11月まで計 14回にのぼる調査団を派遣
しているが、この間、国際赤十字や国連等がテロや襲撃等の標的となり、多大な犠牲が

続出している。11 月 29 日には、ついにイラクで職務を遂行していた外務省の奥参事官
及び井ノ上書記官が殺害される事態に至っている。 
 政府は、戦争の大義に関する疑問を残したまま「イラク特措法」を制定し、同法に基

づき、非戦闘地域に自衛隊を派遣する準備を進めている。 
 しかしイラクは、非戦闘地域が一瞬にして戦闘地域に変わり得る状況であり、自衛隊

派遣の枠組みを定めた同法の前提さえも満たしていない。 
 いま、日本外交に求められるのは、日米同盟に基づく信頼関係により、ブッシュ政権

を国際協調路線に引き戻すことである。 
 日本は、「イラク特措法」に基づく支授態勢を抜本的に見直し、新たな国連安保理決議

の採択などを通じた国連主体の人道・復興支援を進めるとともに、イラク国民による速

やかな政権樹立を目指すべきである。 
 よって、府中市議会は政府に対し、「イラク特措法」に基づくイラクヘの自衛隊派遣の

中止を要望する。 
 以上、地方自治法第 99条の規定により意見書を提出する。 
 
平成 15年 12月 16日 

議   長   名

 
（あて先） 衆議院議長・参議院議長・内閣総理大臣・外務大臣・ 
      内閣官房長官・防衛庁長官 

12 月議会で「イラクへの自衛隊派遣に反対する意見書」が、市民フォー

ラム、共産党、生活者ネットワークの共同提案で出されました｡結果は、市

政会、公明党が反対し、賛成少数で否決されました。私は賛成しました。

つまり、今回の自衛隊のイラク派遣に反対の意思を表明したわけです。 

反対といっても、他の方たちと多少反対理由が違いました。はじめ共産

党から文案が出されましたが、市民フォーラム内で私が反対し、民主党の

考え方に沿って書き直して、意見書案としました。驚いたのは、フォーラ

ムのメンバーも反対理由に全くこだわらず、ただ反対の表明をしておこう

という姿勢だったことです。大事な公的な意思表明において、もう少し深

く考えたり、議論する場面があってもよいのではないかと思いました。 

今回の派遣に私が反対する理由は、3点です。一つは、政府が自らがつ

くったイラク特措法自体に違反することです。特措法では自衛隊の派遣は

非戦闘地域に限定されています。しかし、日本の自衛隊が行くところ、戦

闘地域に一変する可能性はかなり高い。ゲリラから見れば、日本は明らか

に敵であり、すべてが戦闘地域です。 

原理原則をハッキリさせるべき 
もう一つがより重要ですが、もし仮に国際情勢や国益という点から派遣

が得策であったとしても、原理原則をハッキリせずにやるべきではないこ

とです。目的は米国への軍事支援か「人道支援、復興支援」か、「人道支援、

復興支援」ならどこまでやるのか。今回のイラクのように情勢が不安定な

ところで「人道支援、復興支援」をやる場合は当然戦闘が起こりうるが、

本気で国際社会のために「支援」をするというのであれば戦闘も覚悟しな

ければならない。逆に、「支援」を安全な場所に限るとするなら国際社会の

中である種のハンディーを背負うことを覚悟しなければならない。確かな

ことは、そのどちらかを日本は必ず選択しなければならないことです。 

万が一のとき、まともに戦えるのか？ 
3 つ目は、今のような状況で派遣して、自衛隊は戦えるのか、というこ

とです。原理原則をハッキリさせ、法整備を行い、国民の充分な声援も得

るなど、重要な手順をすっ飛ばして、矛盾の上に矛盾を重ねたような状況

で無理を押して送り出された軍隊が、百戦錬磨のゲリラ部隊とまともに戦

うことができようか。 今回政府が、 日本の原理原則にするのかハッキリせずに、決し

て安全でないイ 派遣を決定したのは理解に苦しみます。 最悪のシナリオは、日本としての明確な意志のないまま、米軍主導で部

隊が動き、米軍の一部隊としてゲリラの標的となる。そして、自衛隊がゲ

リラに歯が立たず、めちゃくちゃにやられ、本土までテロに襲われること

です。その可能性は少なくありません。最悪のシナリオとならなければ幸

私は、日本は 援、復興支援」に徹することを明らかにし、イン

フラ整備、医療 育支援などを行う文民部隊を中心にすること、自

衛隊の役割は文 保護に限定すること、戦闘は覚悟して安全でない

地域にも行く可

きと考えます。

イラクの場合も
どちらを

ラクへの

「人道支

援助、教

民部隊の

いであるが、最悪の事態を想定して事に当たるのが指導者の務めではない

か。尊い命が掛かっているのです。 
能性があること、などを原理原則としてハッキリさせるべ

それに基いて憲法も含めた法整備を行ってから、具体的に

判断するべきです。 


